
公平かつ透明で環境に配慮した調達を行うために
取引規程を設け、お取引先の協力を得ています。
購買担当者に「購買取引規定」に沿った行動を求めるとともに、購買組織への
内部監査とお取引先へのアンケートを実施し、適正な調達活動を推進しています。

環境

公
正
な
事
業
慣
行
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2012年度の環境コストと効果
　2012年度の主な環境設備投資は、地球温暖化対策ならびに環境対策によるものです。環境活動に伴う経済効果
は、高効率省エネ設備導入による省エネ活動の進展により増加しました。

調達活動における取り組み

年度

2011

環境コスト環境コスト分類 環境設備投資額

２：地球環境保全コスト（地球温暖化防止コスト、環境保全対策費）

３：資源循環コスト（廃棄物削減、廃棄物適正処理、資源の効率的利用）

４：管理活動コスト（委員会やISO活動、環境管理に従事した時間やコスト）

５：研究開発コスト

６：社会活動コスト（事業所及び周辺以外の美化緑化推進他）

合計

１：公害防止コスト（大気、水質、土壌地下水、有害化学物質、騒音、振動、悪臭）

206,381

　ー

　ー

　ー

　ー

237,272

30,891

452,976

94,305

11,010

185,703

888

877,252

132,368

2012

２：地球環境保全コスト（地球温暖化防止コスト、環境保全対策費）

３：資源循環コスト（廃棄物削減、廃棄物適正処理、資源の効率的利用）

４：管理活動コスト（委員会やISO活動、環境管理に従事した時間やコスト）

５：研究開発コスト

６：社会活動コスト（事業所及び周辺以外の美化緑化推進他）

合計

１：公害防止コスト（大気、水質、土壌地下水、有害化学物質、騒音、振動、悪臭）

104,129

ー

　ー

　ー

　ー

107,319

3,189

460,226

93,136

7,193

172,028

755

839,916

106,575

●環境コスト（減価償却費込み）

●環境保全効果

環境パフォーマンス指標

SOx排出量（t）

事業エリア内コストに
対応する効果

NOx排出量（t）

水使用量（万m³）

2012年度

-0.0

-1.0

2.4

2011年度

0.0

0.7

-1.0

環境負荷増減量

BOD負荷量（t） 0.6-1.4

CO₂排出量（万t） 0.50.0

2012年度

0.0

6.3

30.1

2011年度

0.0

7.3

27.7

環境負荷

2.72.0

2.72.2

エネルギー使用量（万GJ） -0.5-1.2 49.850.3

廃棄物総排出量（t） -30.012.3 604.5634.5

廃棄物最終埋立処分量（t） 11.9-4.7 23.111.2

●環境活動に伴う経済効果

効果の内容

1.省エネ活動に伴う費用削減額

2.リサイクル活動に伴う廃棄物費用削減額

3.リサイクルによる回収品売却益

2012年度

9,230

1.038

0

単位：千円

単位：千円

2011年度

3,292

0

563

合計

年度計 10,2683,855

公正な事業慣行

　購買担当者は、公正で透明性の高い調達活動を行うために、「購買取引についての基本的な考え方」に基づいた
「購買取引規定」に沿って行動することが求められています。当社では購買組織を他の組織から明確に区分するとと
もに、購買組織に対して定期的に内部監査を実施し、透明性を確認しています。
　また、社内だけでなくお取引先へのアンケートを実施しており、2010年度は119社からご回答をいただいています。
アンケート結果を分析し、お取引先へのフィードバックを通じて適正な供給へのさらなるご協力をお願いしていく予定です。

グリーン購入
　2004年12月より、全社的にコクヨ（株）様の@officeという事務用品のインター
ネット購買を開始しました。このシステムでは、グリーンマークやエコマークに準拠
した環境に配慮した事務用品のラインアップが充実しており、当社においても、こ
れを用いてグリーン調達の推進に注力しています。2012年度の事務用品購買の
85％が環境配慮製品になっています。

購買取引についての基本的な考え方

CSR調達

1.購買取引は、優れた財およびサービスを経済合理性に基づいて選択し、購入することを目的とする。
2.購買取引は国内外に開放され、公平かつ透明とし、理解しやすい簡素な手続きによって行われる。
3.購買取引は、企業が社会に貢献する良き市民としての役割を果たすうえで、重要な役割を担っている。
　また、企業は購買取引にあたっても資源保護、環境保全に配慮する。

CSR調達の取り組み
　2013年度に当社は「CSR調達基準」を制定する予定です。制定後は、この基準に基づきお取引先に対してご協力をお
願いするとともに、お取引先とともに継続的な改善に取り組んでいきます。

　日本の不正競争防止法、米国の海外腐敗行為防止法（FCPA）、英国の英国賄賂防止法（BRIBERYact）など、各国で法令
が整備され、贈賄など、不正や腐敗行為に関わる法令遵守への関心が世界中で高まっています。そのような状況のなか、
当社では行動規範体系に基づき、透明性の確保ならびに不正・腐敗行為の防止を強く意識するよう周知徹底研修を実施
し、さらに国内外の社会情勢を常に意識した取り組みを行うべく検討を重ねています。

贈賄など、不正・腐敗防止に対する取り組み




